
(
い

0
ロ
R
F
Z
E
O
ロ

い
ま
必
要
な
「
国
家
向
年
の
計
」

消
費
増
税
再
延
期
で
財
政
に
打
撃

2
0
1
7
年
4
月
に
予
定
さ
れ
て
い
た
消
費
税
率
叩
%
へ
の
引
き
上
げ
が
、
刊
悶
年
叩
月
に
延
期
さ
れ
る
こ

と
に
な
っ
た
。
日
本
の
債
務
残
高
が
対
G
D
P比
で
世
界
ト
ッ
プ
に
あ
る
中
、
将
来
に
鍋
根
を
残
さ
な
い

の
だ
ろ
う
か
。
気
鋭
の
財
政
学
者
が
財
政
問
題
の
分
析
と
将
来
へ
の
処
方
筆
を
示
す
。

l-
e
主
主
義
の
下
で
は

「縦
一
み
」

圃

Z
A
を
伴
、
っ
政
治
決
定
を
行
う
の

E
E
J
は
本
当
に
難
し
い
。
政
府
は

消
費
税
率
問
%
へ
の
引
き
上
げ
を
2
0

1
9
年
叩
月
ま
で
2
年
半
延
期
す
る
こ

と
に
し
た
。

-/t十前
、
同
年
刊
月
に
予
パ
止
し
て

い
た
消
費
税
率
問
%
へ
の
引
き
上
げ
を

げ
年

4
Mに
延
期
す
る
必
非
を
問
、
つ
た

め
に
、
政
議
院
の
解
散
総
選
犠
を
断
行

し
、
与
党
が
勝
利
し
た
。
安
倍
一
背
三
首

相
も

「リ
l
マ
ン
シ
ョ

ッ
ク
の
よ
う
な

こ
と
が
起
こ
ら
な
い
限
り
、
増
税
を
予

定
通
り
行
っ
て
い
く
こ
と
に
変
わ
り
な

い
」
と
い
う
趣
旨
の
発
言
を
し
て
き
た

が
、
熊
本
県
を
中
心
と
し
た
渓
災
の
同
紛

糾
も
あ
り
、
今
年
.
阜
の
参
加峨
院
選
挙
を

前
に
、
地
税
制
延
則
の
ム

l
ド
が
高
ま

っ
て
い
っ
た
。

行
邸
も

「間
際
金
融
経
済
分
析
会

A
己
で
、
米
凪
の
ポ
l
ル
・
ク
ル
l
グ

マ
ン
教
授
や
ジ
ョ
セ
フ
・
ス
テ
ィ
グ
リ

ツ
ツ
教
授
ら
と
の
意
見
交
換
を
行
う
な

ど
、
川
引
税
再
延
期
の
必
要
性
を
こ
と
さ

ら
に
ア
ピ
ー
ル
し
て
き
た
感
が
あ
る
。

だ
が
、
笠
者
は
、
以
下
の
二
つ
の
理

山
か
ら
人
伝
川
首
相
は
明
説
叫
延
則
の
判

断
を
も
っ
と
悦
前
に
む
?
必
.
民
が
あ
っ

た
と
考
え
て
い
る
。

第

一
の
理
由
は
、
日
本
の
財
政
赤
字

が
深
刻
と
い
う
こ
と
だ
。
左
ペ
l
ジ
下

の
グ
ラ
フ
の
よ
う
に
、
政
府
の
債
務
残

高
は
対
G
D
P
(国
内
総
生
・
雌
)
比
で

約
2
5
0
%
に
述
し
て
い
る
。
財
政
危

機
で
布
名
な
ギ
リ
シ
ャ
の
1
7
8
%
よ

り
は
る
か
に
向
い
。

終
戦
直
後
の
よ
う
な
財
政
イ
ン
フ
レ

や
資
産
課
税
と
い

っ
た
特
殊
な
方
法
で

は
な
く
、
明
税
や
蔵
川
削
減
と
い

っ
た

正
攻
法
で
財
政
再
建
を
行
う
と
し
た
ら
、

日
本
に
は
ど
の
ぐ
ら
い
の
時
間
が
残
さ

れ
て
い
る
の
か
。
集
者
は
同
年
が
限
界

と
み
て
い
る
。

筆
者
が
参
考
に
し
た
米
ア
ト
ラ
ン
タ

述
邦
準
備
銀
行
の
ア
ン
ト
ン
・
ブ
ラ
ウ

ン
上
級
政
策
刷
問
ら
に
よ
る
、
日
本
財

政
の
持
続
的
可
能
性
に
つ
い
て
の
研
究

を
紹
介
し
よ
う
。
彼
ら
は
日
本
が
政
府

の
依
務
残
高
(
対
G
D
P比
)
を
発
散

さ
せ
な
い
よ
う
に
、
消
費
税
率
を

1

0

0
%
に
引
き
上
げ
ざ
る
を
創
刊
な
く
な
る

期
限
は
い
つ
に
な
る
の
か
を
、

「実
施
シ

ナ
リ
オ
」
(社
A.治
路
貨
の
膨
似
を
抑
制

せ
ず
、
消
費
税
率
問
%
を
維
持
す
る
)

法政大学教授

小黒-jE
K.u..m....c下型:0

1974年生まれ.家事E大学E霊祭錫E巨費E後、大蔵

省(双財務省)にて実務を経験.-*轟大学経済研

l -介路な| どの社会保険給付貨

が急広大している。

財政再建に向けてt主
主主的改革IP~不可欠だ
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I'co山肌
と

「先
送
り
シ
ナ
リ
オ
」
(消
費
税
率
5

%
を
維
持
す
る
)
と
い
う
こ
つ
の
前
抗

で
試
算
し
て
い
る
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、

実
施
シ
ナ
リ
オ
で
は
持
続
可
能
な
の
は

詑
年
ま
で
、
先
送
り
シ
ナ
リ
オ
で
は
お

年
ま
で
だ
と
い
う
。

現
在
の
消
費
税
率
8
%
で
試
算
す
る

な
ら
ば
、
追
加
の
改
革
を
行
わ
な
い
限

り
、
初
年
を
過
ぎ
た
あ
た
り
で
、

財
政

は
税
制
不
・
吋
能
に
陥
っ
て
し
ま
う
。
こ

の
分
析
に
従
え
ば
、
日
本
財
政
に
脱
さ

れ
た
時
間
は
日
年
・
税
皮
と
い
う
こ
と
に

な
る
。
つ
ま
り
、

「同
家
1
0
0
年
の

社
」
な
ど
と
悠
・
h
k
に
椛
え
て
は
い
ら
れ

な
い
二
川
一
家
同
年
の
川
」
が
必
.
公
な
状

1989年

2014年

況
だ
。
ブ
ラ
ウ
ン
氏
ら
の
試
算
の
よ
う

に
、
財
政
を
安
定
化
さ
せ
る
た
め
に
消

費
税
率
を
1
0
0
%
に
引
き
上
げ
る
こ

と
も
、
消
費
税
率
を
却
%
に
引
き
上
げ

て
、
残
り
の
消
費
税
率
初
%
相
当
分
の

歳
出
を
削
減
す
る
の
も
、
政
治
的
に
不

可
能
で
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。

潜
在
成
長
率
が
ゼ
口
近
辺

マ
イ
ナ
ス
成
長
が

景
気
後
退
と
は
限
ら
な
い

部
-
.の

m山
は
、
消
費
刷
説
に
よ
っ

て
マ
イ
ナ
ス
成
長
が
続
く
と
は
い
い
切

れ
な
い
こ
と
だ
。
1
9
9

7
年
に
消
費
税
率
が
5
%

に
な
っ
た
と
き
に
、
マ
イ

1997年

7
m後
6
m間
後

5
問
問
後

4
問
問
後

3
欄
間
後

2
問
後

1
納
後

治
相
個
期

5 4 32 1 
期納期納期
前JI11 Jl1J Jl1J Jl1I 

*内閣府の統!t~;/Sに筆者作成
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米
国

ナ
ス
成
長
に
な
っ
た
こ
と
が
ト
ラ
ウ
マ

に
な
っ
て
い
る
の
か
も
し
れ
な
い
。
だ

が
、
実
質
G
D
P成
長
率
が
マ
イ
ナ
ス

に
な
っ
た
か
ら
と
い
っ
て
景
気
後
退
期

と
は
限
ら
な
い
の
だ
。

そ
の
背
批
に
あ
る
の
は
、
日
本
の
滞

在
成
長
率
が
低
下
し
て
い
る
こ
と
で
、

わ
ず
か
な
シ
ョ
ッ
ク
で
マ
イ
ナ
ス
成
.長

に
陥
っ
て
し
ま
う
た
め
だ
。
内
附
山
川
の

般
社
に
よ
る
と
、
初
年
代
の
併
収
成
H
比

率
は
4
・
4
%
だ
っ
た
が
、

ω年
代
は

1
・
6
%
、
以
降
も
低
下
傾
向
が
続
き
、

同
年
7
1
9
月
期
の
潜
夜
成
長
率

(
G

D
P
2次
述
報
後
)
は
0
・
4
%
だ
っ

た
。
急
山
地
に
進
む
人
け
減
少
の
影
特
に

加
え
、
前
夜
成
長
率
が
ゼ
ロ
に
近
い
水

準
に
あ
る
た
め
、
少
し
の
シ
ョ
ッ
ク
で

G
D
P成
長
率
は
マ
イ
ナ
ス
に
陥
り
や

す
い
。

従
っ
て
、
前
ち
に

不
況
と
判
断
す
る
の
は
早

計
で
あ
り
、
名
品
位
の
経
済

指
標
を
総
合
的
か
つ
冷
静

に
見
て
判
断
す
る
必
要
が

あ
る
。
明
一般
の
阪
神
を
与
え
る

と
き
も
、
尖
釘
G
D
P成

長
率
の
み
を
見
る
の
で
は

な
く
、
実
質
G
D
P
が
ト

レ
ン
ド
の
尖
伐
G
D
P

(
H
併
点
成
長
率
で
伸
び

た
場
合
の
尖
質
G
D
P
)

と
比
較
し
て
、
ど
の
判
何
度
、

菰
離
し
て
い
る
か
で
分
析

す
べ
き
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
実
質
G
D

P
が
潜
在
成
長
率
に
の
っ
と
っ
た
ト
レ

ン
ド
の
実
質
G
D
Pを
上
回
っ
て
い
れ

ば
、
景
気
は
好
調
で
あ
り
、
下
回
っ
て

い
れ
ば
不
援
と
な
る
。

内
閣
府
の
デ
l
タ
を
使
っ
て
、
「
尖
質

G
D
Pか
ら
ト
レ
ン
ド
の
実
質
G
D
P

を
廷
し
引
い
た
も
の
」
が
、
左
上
の
グ

ラ
フ
だ
。
グ
ラ
フ
で
は
明
税
5
朋
リ
川
の

尖
抗
G
D
Pを
1
0
0と
し
て
指
激
化

し
て
い
る
が
、
川
引
税
前
後
で
対
況
感
が

ど
う
変
わ
っ
た
か
が
分
か
る
。

凶
年
4
月
に
、
消
費
説
本
5
%
か
ら

8
%
に
引
き
k
げ
ら
れ
た
際
、

ト
レ
ン

ド
の
尖
質
G
D
Pと
の
誕
雌
州
は
、

M

年
4
1
6
月
期
が
マ
イ
ナ
ス
0
・
3
、

7
1
9
月
期
が
マ
イ
ナ
ス
1
、

m
lu

月
期
が
マ
イ
ナ
ス
0
・
6
と
な
っ
た
。

哨
説
前
後
は
駆
け
込
み
旬
.
史
の
反
動

滅
が
起
き
や
す
く
、
マ
イ
ナ
ス
に
な
り

や
す
い
。
だ
が
、

「尖
質
G
D
P
l
ト
レ

ン
ド
の
実
質
G
D
P」
を
取
れ
ば
、
増

税
か
ら
3
期
後
(
同
年
1
.
1
3
H
期
)

以
降
、
そ
の
議
離
一川
は
O
近
辺
で
批
移

し
て
お
り
、
ほ
ぽ
ト
レ
ン
ド
の
尖
質
G

D
P
に
近
い
水
準
に
あ
る
。
す
な
わ
ち
、

室
川
首
相
が
一一品
、
っ
と
こ
ろ
の

「リ
l
マ

ン
シ
ョ
ッ
ク
益
み
」
の
不
流
に
は
当
て

は
ま
ら
な
い
。

過
去
の
消
印
刷
説
経
験
と
比
岐
し
て

興
味
深
い
の
は
、

M
年
の
地
税
後
3則

以
降
の
ト
レ
ン
ド
実
質
G
D
Pと
の
誕

離
は
約
年
よ
り
大
き
く
、
貯
年
よ
り
も
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~o山m
は
る
か
に
小
さ
い
。
「明
説
が
以
公
に
与

え
る
版
科
が
大
き
い
」
と
は

一
概
に
い

え
な
い
こ
と
も
分
か
る
。

社
会
保
障
給
付
費
が
僧
加

消
費
税
率
を
1
%ず
つ

段
階
的
に
引
き
上
げ
る

情
者
が
危
糾
し
て
い
る
の
は
、
げ
年
・

4
月
へ
の
明
税
延
期
と
同
じ
ロ
ジ
ッ
ク

で
、
四
年
凶
月
へ

の
増
税
延
期
も
空
手

-4・?..{.~ヨ長老，】副=主事者I~堅塁~~1哩量置

附 国・地方の甚礎的財政収支(PB.対GDP比)

ー 経済湾生ケース

ーベースラインケース

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 
(予測)→

。

'2. 

u . 

'6. 

形
に
な
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
だ
。
過

去
の
以
気
拡
似
則
を
比
る
と
平
均
は
約

3
年
(
お
・
2
カ
川
)
で
あ
り
、
四
年

問
月
ま
で
拡
張
期
が
続
く
と
は
考
、
え
に

く
い
。
し
か
も
、

次
の
増
税
時
則
は
、

自
民
党
の
総
裁
任
期
(
同
年
9
月
)
は

超
え
る
も
の
の
、
同
年
五
に
は
参
議
院

選
不
が
あ
る
。
的
説
判
断
が
政
治
的
に

利
川
さ
れ
か
ね
な
い
。

だ
が
、
そ
れ
で
は
凶
際
公
約
で
あ
る

「初
年
度
の
基
礎
的
財
政
収
支
(
プ
ラ

イ
マ
リ
l
バ
ラ
ン
ス
、
以
下
P
B
)
黒

字
化
」
は
ほ
ぼ
絶
担
的
だ
。

そ
も
そ
も
、
P
B川点
字

化
は
雌
し
い
。
内
附
仰
が

公
ぷ
し
た

「小
H
K
川
の
経

済
財
政
に
附
す
る
拭
鉱
」

(
い
わ
ゆ
る
中
長
期
試

算
)
の
改
訂
版
で
は
、

上

の
グ
ラ
フ
の
よ
う
に
、
楽

観
的
な
刈
成
.h
K
シ
ナ
リ
オ

(尖
質
G
D
P
成
長
率
が

2
%
松
皮
で
挑
移
)
の

「経
済
再
生
ケ
l
ス
」
で

さ
え
、
政
府
が
目
撚
と
す

る
初
年
度
の

P
Bは
G
D

P
比

1
・
1
%
の
マ
イ
ナ

ス
、
約
6
兆
円
の
赤
・
午
と

な
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な

っ
て
い
る
。

し
か
も
、
こ
の
「
経
済

再
生
ケ
l
ス
」
は
、
げ
年

4
川
に
消
費
税
取
を
附
%

'8 
2005 06 07 08 09 10 11 
年度

*ベースラインケースは、名目成長$.を1%台として伐採
**li湾jJJ~主ケース1;、名目成長期が中長則的に3%以上になるものとしてttu
w所:内問鰐f中長期の経rnR~散に関する紙UJ

に
引
き
上
げ
て
い
る
こ
と
が
前
提
と
な

っ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
げ
年
4
川
や

悶
年
問
刀
の
附引
税
を
先
送
り
す
る
場
合
、

初
年
度
の

P
B
赤
字
幅
が
拡
大
す
る
の

は
確
実
だ
。

他
方
、
国
や
地
方
な
ど
が
負
担
す
る

「社
会
保
障
給
付
仰
と
は
附
加
す
る
ば

か
り
だ
。
同
年
伎
の
社
会
保
附
給
付
目

(予
が
ベ
!
ス
)
は
1
1
6
・
8
兆
円

(年
金
日

・
2
兆
円
、
医
療
幻

・
5
兆

円
、
介
護
9
・
7
兆
円
な
ど
)
だ
が
、

こ
の
財
源
は
保
険
料
収
入
だ
け
で
は
賄

い
切
れ
ず
、
国
が
泊

・
8
兆
円
、

地
方

が
ロ

・
8
兆
円
、
白
相
し
て
い
る
。

社
会
保
附
給
付
目
は
、
侃
年
山
恥
か
ら

日
年
-
肢
の
同
年
川
で
約
鉛
兆
川、

つ
ま

り
年
平
均
2
・
6
兆
円
の
ペ

l
ス
で

m

加
し
て
い
る
。
消
費
税
率
1
%
の
引
き

上
げ
に
よ
る
税
の
増
収
分
は
、
約
2
・

7
兆
円
と
い
わ
れ
て
お
り
、
そ
れ
に
匹

敵
す
る
ペ

1
ス
で
増
え
て
い
る
。

川
引
税
を
延
則
す
る
以
上
は
、
歳
山
削

減
が
.小
川
円
欠
だ
が
、
同
民
に
-Mみ
を
伴

う
社
会
保
附
改
革
は
後
間
し
に
さ
れ
て

い
る
。
政
府
伯
務
残
高
(
対
G
D
P
比
)
が

終
戦
直
前
の
2
0
0
%
を
組
、
え
た
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
国
債
の
利
払
い
殺
が
急

噌
し
て
い
な
い
の
は
、

H
本
銀
行
に
よ

る
異
次
元
緩
和
で
長
期
金
利
が
低
下
し

て
い
る
た
め
で
あ
る
。
だ
が
、
そ
れ
も

限
界
が
あ
る
。
日
雫
肢
末
時
点
で
凶
的

発
行
残
山
は
約
8
0
0
兆
川
に
な
っ
た
。
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す
で
に
H
飢
は
約

3
0

0
兆
川
の
凶
似

を
保
布
し
て
お
り
、
何
年
初
兆
円
の
川

伯
口
い
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
や
約
初
兆
円

の
保
荷
国
依
償
還
を
行
え
ば
、
単
純
計

算
で
約
凶
年
間
で
全
て
の
国
債
を
保
有

し
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
。

厳
慌
に
言
え
ば
、
銀
行
や
保
険

・
年

合
法
長
な
ど
は
資
金
迎
川
の
た
め
に、

一
定
の
川
偵
を
保
布
す
る
必
.決
が
あ
り
、

げ
年
か
ら
ゆ凶
作T
ご
ろ
に
民
次
元
緩
和
が

限
界
に
述
す
る
可
能
性
も
指
摘
さ
れ
て

い
る
。
社
会
保
障
改
革
や
増
税
を
先
送
り
す

る
時
間
的
余
裕
は
な
い
環
境
下
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
公
的
行
相
は
、
げ
化
・4
川

の
別
代
別
税
を
川
延
期
す
る
決
断
を
し
、

初
年
度
ま
で
に
同
と
地
方
を
合
わ
せ
た

P
Bを
黒
字
化
す
る
従
来
の
円
椋
は
盤

持
す
る
姿
勢
で
あ
る
。
こ
の
姿
勢
こ
そ

は
評
価
で
き
る
に
せ
よ
、
財
政
や
金
融

政
策
の
限
界
も
悦
野
に
、

「同
家
同
年
の

外川」
と
し
て
、
財
政
再
処
計
州
の
川
川以

外川を
早
急
に
行
い
、
し
っ
か
り
財
政
川

建
の
道
筋
を
つ
け
る
必
要
が
あ
る
。

そ
も
そ
も
、
明
税
判
断
は
「
期
税
尖

施
か
延
期
か
」
の
二
者
択

一
で
は
な
い
。

財
政
再
建
目
線
を
隈
持
し
つ
つ
、
対
日
抗

循
環
の
先
行
き
に
も
配
雌
す
る
な
ら
ば
、

消
沈
税
率
を
口
年
4
月
、
児
年
4
月
で

1
%
ず
つ
引
き
上
げ
る
こ
と
も
検
討
す

る
余
地
が
あ
っ
た
は
ず
で
あ
り
、
段
階

的
な
附
説
も
早
急
に
検
討
す
る
べ
き
で

あ
る
。

妙。、


